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Summary

lnthispaper,IwillreportonaneffortbyapublicuniversityintheUnitedStatestoconstructanew

modelofgeneraleducation,

Itismorethanhalfacenturysincegeneraleducation,withtheideaof"liberaleducation"asthebasis,

becameanintegralpartofhighereducationintheUnitedStates.However,thepopularizationofhighereduca-
u

tion,entailing specialization,"hasledalargenumberofAmericancollegesanduniversitiestoundervalue

generaleducation.

ThisreportdiscussesthecaseofPortlandStateUniversity,which,abandoningtheprevailingdistribution-

almodelofgeneraleducation,hasadoptedanewprogram.Theprogramthatisnamed"UniversityStudies"is

composedofclustersofcourseswithaninterdisciplinarythematicapproach.Itisdesignedtoofferstudentsin-

tegratedlearnlngexperienceswhicheventuallyenablethem toacquiretheappropriateattitudesandskills

neededtopursuelifelonglearnlng.

はじめに

わが国に一般教育 (generaleducation)を輸出した､いわば ｢本家｣であるアメリカにおいても､専攻 (major)

外の共通履修課程をどのように編成 ･実行するかは､つねに各大学が頭を悩ませている問題である｡その背景には､

20世紀における高等教育の拡大普及が､教員にとっては研究､学生にとっては職業技能に集約される､専門指向の圧

力と並行していたことがあげられる｡止め難いその流れのなかで､｢教養ある市民｣(educatedpeople)の育成を掲

げる ｢リベラル教育｣(liberaleducation)の伝統も影響力を低下させてきたのである｡

しかし､教える側は手抜きのマスプロ講義､学ぶ側はできるだけ要領のよい単位修得､といった一般教育の沈滞状

況を問題視する声が世紀の終わりに近づくにつれて高まり､1970年代後半から80年代には全米規模の再建運動が起こっ

た｡統合性をもった質の高い一般教育を軸として学士課程全体の水準を上げようとする運動の盛り上がりのなかで､

エリ-ト型の大学から無選抜のユニバーサル･アクセス型大学に至るまで､ほとんどの機関が何らかの改善を行なっ

たようである｡この ｢一般教育リバイバル｣についてはすでにわが国でも周知されている̀2'が､本稿は､そうした努

力の成果としてとくに注目される､ある公立大学の事例を紹介するものである｡

以下に詳説するポートランド州立大学 (PortlandStateUniversity:以下PSUと略記する)は､完全に定番化さ

れている配分必修 (distributionrequirements)方式､あるいはそれに対置される完全必修の共通コア科目制のい

ずれにも拠らない､4年のコースワーク制という独自のプログラムを実行している｡それは､伝統や名声とは縁のな

- 101-



京都大学高等教育研究第8号 (2002)

い中規模の地方大学が､自学の条件と社会的コンテクストに根ざした一般教育の目標を定め､それを達成する有効な

方法として開発したオリジナルな方式である｡今日､わが国もふくめてあまりにも大衆化し多様化した高等教育の世

界で､もはや共通履修課程に単-の普遍的なモデルはありえない｡そうしたなかで､自らに適合した一般教育を開発

しようとする大学が､｢一貫性とまとまりのあるプログラム｣(coherentandcohesiveprogram)による ｢統合され

た学習経験｣(integratedlearningexperiences)の提供というPSUのコンセプトに示唆をえるケースも少なくない

と思われる｡

1.ポー トラン ド州立大学のアウ トライン(3)

オレゴン州最大の都市ポートランドにあるPSUは､1994年から ｢ユニバーシティ･スタディーズ｣(University

Studies)という名の一般教育プログラムを実施している｡その構造と特質を見ていくことが本題であるが､その前

にまずPSUという大学の存立基盤や構成､問題点などの概略を得ておきたい｡

(1)都市型大学としてのアイデンティティ

｢知識をこの地に役立たしめよ｣(LetKnowledgeServetheCity)を建学の精神に掲げるPSUは､いわゆる ｢国

有地交付｣(landgrant)に発する歴史ある公立大学ではない｡1946年発足の公開講座センターが母体であり､

1955年にようやく学士カレッジとして認定され､1969年に現在の名称になった｡-イウェイに近接した市街地の､わ

ずか36エイカーの狭陰なキャンパスに大小41のビルがひしめきあう､典型的な ｢都市型大学｣(urbancampus)で

ある｡

都市生活の ｢知的 ･社会的 ･経済的諸条件の向上｣にむけて､学士課程における ｢良質のリベラル教育｣(a

qualityliberaleducation)､そして ｢大都市地域に適合｣した ｢専門職および大学院プログラム群｣(anarrayof

professionalandgraduateprograms)の提供を使命とする ("MissionStatement")PSUは､主要な教育組織と

して､以下の2つのカレッジと5つのスクールを有している｡

◇学芸カレッジ (CollegeofLiberalArtsandSciences:教員が分属するディパートメントdepartmentは人文学 ･

社会科学 ･自然科学から語学､学際研究の分野のものまで合わせて24)

◇都市公共業務カレッジ (CollegeofUrbanandPublicAffairs:教員は地域保健､行政､都市計画の3スクール

と司法行政､政治学､公共管理の3ディヴィジョンに分属)

◇ビジネス経営スクール (SchoolofBusinessAdministration)

◇工業技術 ･応用科学スクール (SchoolofEngineeringandAppliedScience:ディパートメントは土木工学､コ

ンピュータ科学､電子 ･情報技術､工業技術経営､機械工学､システム工学の6つ)

◇芸術スクール (SchoolofFineandPerformingArts:建築､美術､音楽､演劇の4ディパートメント)

◆教育スクール (GraduateSchoolofEducation)

◆社会福祉スクール (GraduateSchoolofSocialWork)

最後の2つのスクールは大学院課程のみであるが､その他のカレッジ､スクールは､学士課程と大学院課程の両方の

プログラムを設置している｡

こうした構成は､PSUが産業と市民生活に結びっいた実学色の濃い機関であることを示している｡教員数は800名

から900名のあたりで推移しているが､6割強がフルタイムで､その9割は博士号その他最終学位の取得者である｡

規模は中型であるが､課程やスタッフの充実した総合大学として､PSUはカーネギー分類 (2000年度)における

｢博士授与/研究大学一集中型｣(Doctoral/ResearchUniversity-Intensive)の一角を占めている̀4'｡オレゴン州に

は､オレゴン大学 (UniversityofOregon)およびオレゴン州立大学 (OregonStateUniversity)という19世紀創

立の大型大学を除いて7校の州立大学があるが､PSUはその後発グループの筆頭格ということになる｡

(2)一般教育改革の背景

しかし､そうした地歩を築いてはいるが､PSUには高等教育機関として死活的ともいえる困難な問題が解決され

ていない｡それは先発組と比較して際立っ､新入生の学業継続率 (freshmanretentionrate)､そして入学者全体の

卒業率の低さである (義-1参照)｡
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表-1 学業継続率および卒業率の比較

PSU オレゴン州立大学 オレゴン大学

新入生学業継続 (2年次登録)率* 64% 79% 81%

*1996-1999入学者の平均 **1991-1994入学者の平均
典拠 :U.S.News,America'sBestColleges2002,Rankings.

もとより､住民に広く門戸を開く公立大学であり､しかも全米的な知名度のないPSUの入学のハー ドルは高くな

い｡例えば高校でのGPAは2.50以上が条件で､SATについては言語､数学とも500点を越えていれば大よそ入学に

は問題がない｡例年2,000名から3,000名の問の志願者があるが､その8割以上が入学を認められ､1,000名余りが実際

に入学する (2000年秋学期は､2,291名の志願､1,971名の合格､実入学は1,049名であった)｡こうした緩やかな選抜

を経た入学者に､近隣のコミュニティ･カレッジ等から編入する学生 (例年､在籍者の20%近くを占める)を加えて､

学士課程の総在籍者は､大よそ､フルタイム8,000名､パートタイム6,000名という数字になる.因みに人種的にはコー

カソイドが圧倒的な割合を占める｡

問題は､高校時代に学業でとくに秀でることのなかったこれらの学生のかなりの部分が､学習の能力､習慣､意欲

などにおいて不十分であることである｡彼らのほとんどが経済的中下層のダウンタウンの家庭を背景にした通学生で､

いわゆる `̀firstgenerationuniversitystudents"- 両親のいずれもが高等教育を完了していない､あるいは全く

受けた経験がない者､の割合が高い｡そうした意味で家庭の理解やバックアップ態勢が弱い上に､8割の学生が働い

て収入を得ながらの学業生活である｡入学者の4割弱が1年経った時点でストップアウト(休学)もしくはドロップ

アウト(退学)してしまい､残った学生についても､6年以内に卒業できる者はその半数程度という状況が､学士課

程では常態化している｡

PSUの一般教育改革は､多くの都市型公立大学の悩みであるこうした学生の学業不振に対し､カリキュラム･ディ

ザインの見直しから改善の道を見出そうとする企てであった｡

2.新プログラムの構想

(1) 目的と目標

1992年から93年にかけて教学担当副学長 (Provost)の下で活動した ｢一般教育ワーキンググループ｣の報告5)か

ら､新プログラム策定の経緯をかいっまんで見ていこう｡

PSUは､他大学と同様80年代半ばに一般教育改革を行なった｡だがそれは､従来の配分必修型の微調整というレ

ベルのもので､今次のような､一般教育そのものの基本的な目的 ･理念の再考- いわゆる学問的知識の ｢広さ｣

(breadth)の滴蓑という､旧来の意味づけ以上のものを求めて- に至るものではなかった｡そうした不徹底の根

底には､どこの大学にも見られる､カレッジやスクールのディパートメント問の ｢縄張り｣(turf)争い､すなわち

開設科目の増減がそのまま人事 ･予算など自己の勢力の消長に関係するため､常にカリキュラムの改変に対し敏感で

警戒心を絶やさない教員団の構えがあった｡より多くの専攻生を獲得して有利な地位を得ようとするディパートメン

トにとって､一般教育は大事な ｢出店｣なのである(6)0

そうした周辺的な位置から一般教育を解放する ｢包括的改革｣(comprehensivereforms)の第一歩は､全学プロ

グラムとしての明確な目的 (purpose)と目標 (goal)の確立ゼあったO通り一遍の美辞ではなくPSUの現状に直

結した方向性を明示する､次のような項目が挙げられた｡

〔目的〕生涯学習の基礎となる知識､能力､態度の獲得

〔目標〕①探究と批判的思考の構え-自発的な問題設定､概念化､追究

②学習と表現のキめの多様なコミュニケーションカニ言葉､文字､数､図表などを用いた伝達の力

③人類の経験と環境への広い認識-文化的多様性の理解

④倫理性と社会的責任の自覚-個人的､社会的､地球的な福利の追求
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ポイントは､一般教育の射程を生涯学習にまで広げ､社会性に富んだ学びの姿勢と学びの土台となる技能 (skill)

を育てることに焦点を置いているところである｡そうした学習遂行の ｢力｣が学士課程の履修に有効であることはい

うまでもない｡ただしここには､一般教育は学士課程の予備的な一部などではなく､■ぁくまで学士課程全体を通した

プロセスであるという含意がある｡中等教育で達成されなかった学習の習慣を､高等教育の段階で何としても定着さ

せようという意思の表明ともいえる｡PSUにとって､大学教育が産み出す "educatedperson"の本質は､単なる伝

達される知識の ｢受容者｣(receptor)ではなく､学習という ｢生涯をかけた､決 して完了 しない自己生成

(becoming)の道を歩む者｣の姿にこそある､とワーキンググループは力説している｡

次の課題は上記の目的にそったプログラム編成であるが､その肝要な点は､一連の目標がトータルに達成されてい

くような ｢統合された学習経験｣を学生のために組織することである｡一般教育を従来のような複数の履修領域のセッ

トにとどめ､学生にとって相互の脈絡が明らかでない断片化された散漫な学習をっづけさせるなら､学習する市民の

育成どころか､これまでのような大学離れを助長するだけであると考えられた｡

(2) カリキュラム ･モデルの刷新

一般教育の定型メニューといえば､文章作成､外国語､数学､情報処理といった学習スキル科目､そして学問分野

ごとにグル-ビングされた学術科目の組み合わせである.そして通常､学芸カレッジのディパートメントが提供する

多数の専門科目から､グレイドの低い基礎レベルのものを一定の枠で選択的に履修するかたちの後者の比重が高く､

一般教育は多人数相手の概説的講義中心となる傾向がある.

PSUのワーキンググループは､リサーチと協議を積み上げた末に､そうした配分必修方式 - 自らもふくめて全

米の約90%もの大学で採用されている- から離脱することを決定した｡その根拠は､数種の相異なるカテゴリーが

あり､それぞれには相当数の科目が用意され､自由な選択の余地があるという意味の豊かさが､学生の学習成果に必

ずしもつながっていないという認識である｡配分履修は､自分の興味と水準に合った学習過程を学生自らが組み立て

るという観点から正当化される｡しかしPSUでは､教員が決定する ｢学術性を基盤とした｣(discipline-based)料

目の並列構造のなかで適切な選択を行なうには､新入生たちの知的な準備態勢は貧弱にすぎる､という現実に眼をつ

ぶることはできなかったのである｡

配分必修に代わるものとして､｢共通コア｣(commoncore)とよばれる完全共通必修型をとるという選択肢があ

る｡だがこれについてワーキンググループは､｢すべての科目が全ての学生の学習にとって最善ということはありえ

ない｣と判断する｡裏づけは､個人差を無視した一律の必修の効力に疑問を呈したジョーンズとラトクリフ (Jones

&Ratcliff,1991)の研究であった｡

新しいプランは､学習成果が実際に上がり､しかも学ぶ者の満足度も高いような学生本位 (student一〇riented)の

ものでなければならない｡ガフとデイヴィス (Gaff&Davis,1981)によれば､学生は内容が広範で多くのものが得

られる教育を希望しているが､現行の多領域の配分履修がその日的にかなっているとは感じていない｡彼らが欲して

いるのはまとまり (integration)と一貫性 (Coherence)のあるプログラムであるが､ただしそれが実行される場合

でも､自分たちが科目を選択する自由は失いたくないと考えている｡こういった分析を踏まえてワーキンググループ

が最終的にたどり着いたのは､ジョーンズとラトクリフが推奨する数種類の ｢連携科目群｣(coursecombinations)

を基本ユニットにした､次のような方式であった｡

学年ごとに科目は1種類､一つのテーマの下に集められた (複数の)学際的な科目群 (clusterofcourses)とし

て設定される｡学生は自分が関心のあるテーマの科目群を一つ選び､1学年を通して､もしくは学年の数学期にわたっ

て系統的 ･段階的な学習をつづけ､そこでテーマの理解を深めるとともに学習スキル､さらに問題一般に広い視野か

ら取り組む態度を獲得していく｡学生の能動的な参加を引き出すねらいから科目群は自由に選択できるが､どの群の

どの科目も､共通目標である学習力が養われるように授業計画が予めなされている- こうしたアイディアを骨格と

して新プログラムの構想が固められたOまず一般教育の科目は､ディパ-トメント配当ではなく､プログラム固有科

目が柱になることが前提である｡それらの科目にはいずれも､一般教育の幅広い目標にそった多様な要素- 多方面

からの知識の受容と分析､問題の設定と探究､周囲との不断のコミュニケーションとディスカッション､グループで

の協同作業など- が織りこまれなければならない｡また､一般教育を ｢統一的な経験｣(unifyingexperience)と

するため､学習スキルの訓練を科目として独立させることはせず､一種類の授業の流れのなかで必要に即した技能修
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得を促進する｡学習力の発達を着実に引き出すための継続性､さらに地域社会での参加 ･体験型学習をも組みこむ必

要などから､在学期間をフルに費やす最短4年のコースワークとする､など｡

以下に､ワーキンググループが提案した新プログラムの履修要件を､以前のものと並べて示す｡

真一2 -般教育の履修要件の比較

1994年以前の履修要件 UniversityStudies

単位数 単位数

1.3つの学術分野につき､それぞれの2つの

ディパートメントにわたって18単位ずつ取得｡

その内の18単位は上級学年 (upperdivision)
向けであること (1つのディパートメントか

らは12単位まで)｡

2.2つのディパートメントから2科目 (6単
位)､｢文化の多様性｣にかんする科目を修得｡

全体の54単位にふくめるのも可｡

3.文章作成 121

4.文章作成 323

5.体 育 295

54 1.Freshmanlnqulry
5単位の連続科目を3つ｡1年をかけて順

次履修｡

2.SophomoreYear
異なった学際科目群から各1科目､計3科
目選択｡

3 3.UpperDivision
lつの科目群から4科目選択｡

15

胆

12

3 4.SeniorCapstoneExperience 6

3

最低履修 63 最低履修 45

クォーター制をとるPSUの要卒単位は1994年当時186であった (現在は180)｡最低必要単位数が減らされ､ しかも

上級の科目には先修条件の (prerequisite)下級科目が指定されることの多いディパートメント提供科目との関係ら

縮小されて､学生の負担は軽減されたようにみえる｡しかし､構造としてはシンプルだが内容はタイトであり､従来

の ｢最小の努力で手早く済ます｣こともできる一般教育とは明らかに異なるものとなったO

(3) 共同体経験としての学習

新プログラムの鍵は､学生のコミットメントをどう確保するかにある｡彼らの活動性をより強く刺激する動機は何

か｡先述のガフとデイヴィスの研究報告によれば､現今の学生は自分の専攻分野の外にまで知識を広げようと努める

ことはしない｡しかしそうした傾向の裏面で､一般教育への期待を探るアンケートから､｢自己理解｣(understand-

ingofself)と ｢人間関係能力｣(abilitytogetalongwithpeople)､次いで ｢コミュニケーション能力｣(com-

municationabilities)と ｢洗練された知的態度｣(intellectualsophistication)にかんして､彼らが相対的に高い関

心をもっている事実が示された｡自己の確立や社会的な自己表現､さらには人間集団へのより高い適応性など､簡約

すれば社会的成長というべきものの発達を学生は望んでいる｡一般教育は､知識伝達などよりも､そうした社会化の

経験という側面を強めることで､学生の意欲や活動性をより高めることができるだろう｡

また､学習の効果という角度からのアステインの一連の研究 (Astin,1992,1993)は､自らがキャンパスという共

同体の一員であると学生が感じている範囲と程度が彼の学習成果を大きく左右することを明らかにしている｡クラス

内で学生間および学生と教員の間の相互作用が活発になされ､そこで彼らが望むような密度が高くしかも安定した人

間関係が産み出されるなら､知識や技能の修得もまた促進されるはずである｡

これらの点から学習環境への配慮､とりわけクラスのコミュニティ化がプログラムの成否を決めることになる｡も

ともと大学という世界に対し適応不安をもちながらも､落ち着く居場所を見つけ､仲間との開放的なやりとりを楽し

むような時間のゆとりのない学生がPSUの多数派である｡豊かな人間の交流が孤独や疎外感を癒し大学への帰属感

を生むこと､そしてそれが同時に安定した学習の継続につながることが自明であっても､PSUの学生には､他大学

では可能な機会- 寮生活や課外活動といった- を得ることが容易でない｡正規の授業は､そうした意味で彼らの

学生生活のほとんど全てということになる｡

-105-



京都大学高等教育研究第8号 (2002)

かくしてコミュニティ意識を醸成するクラス運営､たとえばメンバーの相互関係が密で､とりわけ教員と学生のや

りとりが盛んな小クラスを編成すること､そして授業のなかで学生がグループになって討論や作業を行なう機会を多

く設け､集団内での意見の交換の仕方や集団としての仕事の進め方を学ぶような配慮などが提言された｡さらにまた､

目新しい方法として､1､2年のクラスに ｢メンター｣(mentor)として上級生ないし大学院生を1名ずつ配置し､

教員と学生の ｢コミュニケーション･ブリッジ｣として授業の補佐や学生への個別のアドバイザー的な役割を務めさ

せ､指導体制に厚みと細やかさを加えるアイディアも盛りこまれた｡

(4) 管理と評価

そのはかワーキンググループの勧告は多岐にわたっているが､とくにプログラム全体の運営のポイントとなる提言

が2つふくまれている｡

1つは､プログラムの管理運営体制についてである｡わが国の経験からすると意外であるが､アメリカの大学は､

ほとんどが一般教育の管理責任者を置いていない(7)｡勧告は､必ずこれにあたる人員を配置すること､ しかもその担

当者はこのプログラムの管理運営を第一の務めとする者であること､さらにこの責任者を支え助言する教員の委員会

を設置することを求めている｡また､プログラムの運営は､学芸カレッジからも他のスクールからも独立して行なわ

れねばならぬことが付言されているが､このことで､やはりこれまでは学芸カレッジの主導に任されていたことが窺

われる｡新しく抜本的に改造されたプログラムは､全学から参加する教員の共通理解と協力体制によって支えられる

ことになるが､こうした組織化の ｢核｣となるものがぜひとも必要なのである｡

2つ目は､プログラムにともなう学生の発達状況について綿密な評価 (assessment)を行なうことの重要性であ

る..それまでPSUには全学的な規模の教育評価のシステムはなかったO新しい一般教育の目的と目標が勧告通りに

明確化されるなら､それを基準とした統一的な評価を実施することが可能になる｡学生の学習の進展度を中心に各科

目の目標達成への貢献度を査定することは､授業内容や方法の改善､ひいてはプログラムの成功のための最高の情報

源にはかならない｡

以上､ワーキンググループの報告の大要を見てきた｡これらのアイディアは後の全学的な検討を経て実行に移され

ることになる｡ここで､この報告の ｢要約｣の部分から､意欲と冷静な見通しとが並存するまとめの一節を引いてお

きたい｡

｢このプログラムから､全ての学生が同種の利益を受けるとまでいうことはできない｡PSUに入学する学生は､

能力面の少なからぬ差異と背景の多様性を背負っている｡全員が成功するということはないだろう｡それでも､

それぞれが教育に意図しているものを達成するための好ましい機会を､このプログラムは全員に提供するだろう｡｣

3.新プログラムの現況

(1)プログラム編成

新プログラム ｢ユニバーシティ･スタディーズ｣(以下PSUの語法にしたがってUNSTと略記する)が出発して

6年が経過した2000年秋の時点で､その実施状況を概観してみたい｡まず "Bulletin:ScheduleofClasses- Fall

2000"から履修モデルを確認する (図-1参照)｡

次いで2000-2001年度の "Catalog''から､各科目の具体的な中身を整理してみる｡

Freshm anlnqulry (UNST101,102,103)

☆学習と表現のためのコミュニケーション･スキル (文章､スピーチ､数､図表､情報技術)の基礎を1つのテー

マ-の取組みのなかで固め､問題の発見 ･分析に活用する力を育てることがねらい｡

☆1年生は下記のテ-マから1つを選び､4-6人の教員がそれぞれもつ同一テーマのクラスの1つ (週2回各

75分)と､上級学年から選ばれたメンターが行なうセッション (過2回各50分)に3学期連続で参加する｡ク

ラスは40人をこえない｡セッションはクラスを3分割して行なわれる｡

☆教員が授業するクラスでは､問題への多角的なアプローチが講義され､質疑やグル-プ討論があり､アサイン

メントも出される｡セッションでは､コンピュータ技術やリサーチ､文章作成の訓練､さらにアサインメント

への取組みなどがなされる｡
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Freshman

lnqulry

UNST101

(5単位)

Freshman

lnqulry

UNST102

(5単位)

Sophomore

Inqulry

UNST299

(4単位)

Freshman

lnqulry

UNST103

(5単位)

:Sophomore
: Inqulry
【
I UNST299
1

: (4単位)
L_________

｢=~ 日~ ~一一

Sophomore

lnqulry

UNST299

(4単位)
｣ ___________

; Upper
->i Division
I
J Cluster

15単位 に〉 12単位 ⇒ 12単位 弓> 6単位 -45単位

図-1 UniversityStudiesの履修モデル [2000-2001]

ア-マ :

｢コロンビア河流域一 北西部水域｣

｢サイボーグ･ミレニウム- 技術と人間社会における変容｣

｢変態 (Metamorphoses)- 変化の構造､ヴィジョン､戦略｣

｢知識､芸術､権力｣

｢人間/自然｣

｢ポートランド｣

｢信仰と理性｣

Sophomorelnqulry (UNST299)

☆上級学年のためのクラスター (科目群)で学習する前に､クラスターの中心的な概念､それについてのこれま

での研究成果､理論､展望について学ぶ｡UNST全体の目標へ近づくことと､総合的 ･学際的な視野を得る

ことが目的｡コミュニケーション･スキルの一層の向上も図られる0

☆下記の③のように､クラスターは25用意されているが､2年生はそのなかから3つを選び､それぞれのクラス

タ-がUNSTのために1-4種類はど開設 している入門科目 (例 :｢コミュニティ研究｣のための ｢アメリ

カにおけるコミュニティとアイデンティティ｣､｢女性学｣のための ｢女性とジェンダー問題への入門｣)を1

つずつ受講する｡

☆クラスター入門科目では､教員が行なうクラスが週2回 (各75分)､大学院生のメンターによるセッションが

過1回 (50分)ある｡35人程度のクラスで､セッションはクラスを3分割して行なわれる｡■

③ UpperDivisionCluster(ディパートメント提供のグレイド300,400台の科目)
☆1つの領域について理解を深め､上級学年での専攻での学習と均衡させるねらい｡

☆下記のクラスターのうち､すでに入門科目を学んだ3つのクラスターのなかの1つに集中し､12単位分の学修

を行なう｡( )内はクラスターの科目数｡

クラスター :

｢アフリカ研究｣(19) ｢アメリカ研究｣(52) ｢アジア研究｣(37)
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｢ラテンアメリカ研究｣(22) ｢ヨーロッパ研究｣(25) ｢中東研究｣(23)

｢考古学｣(25) ｢古代ギリシア文明｣(17) ｢中世研究｣(24)

｢ルネサンス研究｣(24) ｢19世紀｣(23) ｢大衆文化｣(29)

｢知識､理性､知性｣(9) ｢道徳性｣(ll) ｢コミュニティ研究｣(17)

｢家族研究｣(13) ｢女性学｣(29) ｢社会における専門職の文化｣(15)

｢自由､プライバシー､科学技術｣(23) ｢科学- 人文学｣(ll)

｢リベラルアーツの科学｣(25) ｢変革へのリーダーシップ｣(14) ｢環境保全｣(14)

｢地球規模の環境変化｣(19)｢健康な人びと/健康な場所｣(15)

④ SeniorCapstone (UNST421)

☆UNSTの総決算にあたる｡4年生は､専攻とUNSTで学んだ成果を生かし､ポートランド地域でのさまざま

な社会事象や問題の分析と解決策の追究を､実態調査とレポート作成を通して行なう｡

☆多数のプロジェクト(6単位)から1つを選び､専攻をこえた少人数の学生チームを作る｡一人の教員の指導

の下に､当該問題の現場関係者たちの協力も得ながら､協同学習をすすめる｡プロジェクトは1学期で終了す

るものもあれば､2学期､3学期にわたるものもある｡

プロジェクト(2000年秋学期スタ-トのもの):

｢上級メンターグループ｣ ｢地域支援､家庭保護｣ ｢工業デザインプロセス｣

｢大気状況､自動車排気､酸化燃料｣ ｢工業プロジェクト経営｣

｢若者の識字向上｣ ｢公共機関における多民族協働｣ ｢難民支援｣

｢キャンパス内の健康と社会変化｣ ｢ラテンアメリカWebSiteプロジェクト｣

｢司法介入効果の査定｣ ｢マルチメディア生産｣ ｢近隣の治水｣

｢図書館と学習障害｣ ｢父母の数学教室｣ ｢NPO広報｣

｢小ビジネスグループ｣ ｢アメリカにおける不寛容の歴史｣ ｢転換期の女性｣

｢YWCA:女性史｣ ｢ブルックリン地域の歴史｣

｢協同 :ポートランド地域のキャンプファイアー協議会｣

｢コミュニケーション教育の出前｣ ｢人々の連繋 :移民/難民コンソーシアム｣

｢北西部海洋哨乳類保護｣ ｢ゲイ/レズビアン･データ保存｣

｢北方盆地/山脈の地質学｣ ｢中学校での読み聞かせ促進｣

｢マルチメディア&Webトレーニング｣ ｢鮭生息地回復WebSiteプロジェクト｣

｢戸外での科学教育｣ ｢女性の口頭ナラティヴ｣ ｢文章作成とコミュニティ｣

｢コミュニティ心理学｣

(2)全学協力体制の動向

現在UNSTは独自のオフィスをもち､管理運営の責任者にはAssociateDeanの肩書で全ファカルティのなかから

選任された教員があたっている｡カレッジやスク-ルと同等ではないが､プログラムとして独立し､15人の専任教員

(多くが期限付きの雇用のようであるが)と2名の評価担当スタッフをかかえている｡

発足時から懸案であった全学協力体制はどのようにすすんでいるのだろうか｡2000年11月に学内の委員会が出した

報告 ("ProgressReport- UniversityStudies2000")などからその様子を見てみたい｡

1999-2000の年度では､総計397のUNST固有科目と489のクラスター科目が開講された｡UNST固有科目を開い

た組織 (他大学の協力部分を除く)を科目数にしたがって並べると､学芸カレッジ (171)､次いでUNSTプログラ

ム専任 (56)､都市公共業務カレッジ (34)､芸術スクール (23)､教育スクール (13)､工業技術 ･応用科学スクール

(9)､ビジネス経営スクール (7)､社会福祉スクール (3)､となり､クラスター科目については､学芸カレッジ

(407)､都市公共業務カレッジ (41)､芸術スクール (32)､教育スクール (4)､工業技術 ･応用科学スクール (1)､

社会福祉スクール (1)､となる｡

この様子から､カレッジ､スクールが漏れなく一般教育に参与しているということはできる｡統一的な目標があり､

共通テーマや一定規格化された授業進行をふくんだプログラムが､多種多様な専門分野の教員たちの連繋の下にすす
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められているのである｡ただし､固有科目､クラスター科目いずれについても､学芸カレッジによるものが圧倒的な

割合を占めている｡UNST固有科目では都市公共業務カレッジの寄与が目立つが､同時に､56科目を提供している

UNST専任チームの働きも大であり､そうした点では､既存の教育組織が同列の関係で加わっているとはいえない｡

また教員一人一人のプログラムとのかかわり方にも幅があるようである｡SophomorelnquiryとUpperDivision

Clusterの2つについていえば､学生と継続的に接触するFreshmanlnquiryやSeniorCapstoneの場合とは違い､

授業期間はこれまでのディパートメント科目と変わらず､多くの担当者にとって1学期間だけの務めに終わる｡そこ

で､UNSTの統一的な目標や学生にとっての履修の意味などに教員が無関心のまま科目が修了するケースも起こり

うる■8'｡"Report"は､統一的目標を掲げるだけでなく､4段階の科目それぞれに､個別の重点目標を与えることが

望ましいという勧告をし､かつ､先の2つの科目についての評価には ｢真剣な注意｣が必要であるとの意見を付けて

いるが､プログラム全体で均等な教員のコミットメントが確保されているわけではない実態が､そこから窺われるの

である｡

いずれにしろ､全学生対象の一般教育では､最多のディパートメントをもち最大の科目提供機関となる学芸カレッ

ジに大きく依存することは避けられない｡これをいかに有機的に組織し機能させるかが､今後もプログラムの成功の

大きなポイントになるであろう｡

(3) 教育評価

UNSTの教育評価計画も､本格的に着手されている｡"Report"は､1999-2000年のFreshmanlnquiryの学生を

対象にした学習成果 (learningoutcomes)についての教員によるポートフォリオ評価､あるいは2000年春学期終了

時での学生による各科目の授業評価 (CourseEvaluation)､さらに学生へのアンケートによる教室環境測定 (Class-

roomEnvironmentScales)やスタッフが行なった教室観察 (ClassroomObservation)､といった多角的な評価の

進行状況を報告している｡ポートフォリオ評価は､各テーマ別クラスがUNST共通の4目標をそれぞれどの程度達

成しているかを比較した資料のもとになり､それが教員チームによる授業方法の再検討の材料となっているようであ

る｡

学生の学習成果については､全ての目標について ｢一応満足できる｣(acceptable)数字が生まれ､授業評価から

は､各科目の大多数の学生が ｢学習に進展があった｣(enhancedtheirlearning)と判断していることが明らかになっ

た､というのが "Report"の総括である｡少し中を覗くと､Freshmanlnquiryの授業評価では- 数字を活用した

コミュニケーションスキルが不調であったことを除けば- 平均で74%の学生が学習目標への接近を ｢強く肯定｣な

いし ｢肯定｣し､SophomorelnquiryとSeniorCapstoneでも全体として近イ以の数字が出ている｡また､Senior

Capstoneでの自分のコミュニティ･ワークが地域社会に利益をもたらしたと感じた者は73%､その経験が自分の社

会的 ･倫理的責任の自覚につながったと答えた者は63%であった｡教室環境測定 (1996-1999)の数値を集約すると､

アメリカ南西部地域のリベラルアーツ･カレッジと研究大学が実施している導入教育科目と比べ､Freshmanlnqui-

ryは､学問的な厳正さ､教員の支援姿勢､学習を促進する雰囲気などを学生がより強く感じていることが示されて

いる｡さらに､FreshmanlnquiryとSophomorelnquiryを履修した学生は､まだ履修を終えていない学生に対し

文章作成テストの得点で顕著な差をっけたという事実が､ビジネス経営スクールによる調査研究で明らかになったこ

とが特記されている｡

"Report"はこのほか､学生の反応から観察される ｢メンター｣の存在の大きさを指摘し､プログラムに ｢欠か

せない部分｣となった彼らの働きと貢献度- メンター自身の発達もふくめて- を組織的に評価すべきであると述

べている｡

む す び

UNSTの試みは､発足時から広く学外の注目を集め､いくつかの論文や雑誌の特集記事などの題材となっている 19)｡

同時に､民間の基金や財団からの助成金をPSUに集めることにも貢献している｡

しかし順調な滑り出しということはできるが､まだこの短期間で､UNSTは成功であったと速断するわけにはい

かない｡UNST導入後､学生の卒業成績のGPAが約0.5上がったという数字が報告されているようだが､多くの要

因が複雑に絡まりあって動く大組織の教育機関で､1つのプログラムの経過をただちに全体の変化の原因と考えるの
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も早計であろう｡何よりも､プログラム発足から6年を経ても､焦点であった新入生の学業継続率はほとんど上昇し

ていないのである｡

とはいえ､実施当初からUNSTが広く注目されている理由を考えることの意味は小さくない｡第 1のインパクト

は､UNSTが単なる ｢卒業要件｣ではない､目的と構造性をもった ｢プログラム｣であることだろう｡従来の一般

教育は､多領域の分散した学習の ｢総計｣であり､いわば学士課程における選択履修の条件づけにすぎなかったとも

いえる｡それが､PSUのスタッフが強調するように､一貫した統一的内容をもっ ｢目に見える｣(visible)課程とし

て自立した｡これによって一般教育は学士課程改善の機軸となり､全学協力体制によって推進されることになったの

である｡そしてその変化には､ ドラスティックな方法の改変がともなっている｡現行のディパートメント･システム

と強く結びついているため､いずれの大学も容易には実行できない配分必修からの訣別を､PSUは断行した｡ これ

が第 2のインパクトといえるだろう｡それは､総合的な学習力の増進を目標にした共通履修への転換を図るためのも

のであったが､幅広いバランスのとれた知識､という一般教育を長く拘束してきた指導理念にとらわれない自由な発

想の所産である｡

こうした思い切った改革が､高等教育にかんする高遠な理念からではなく､放置できない問題状況への対応という

現実のさし迫った要請から生まれたことも興味深い｡PSUは､立地環境の悪さ､学生の生活問題やレディネスの不

足といったネガティヴな条件と向かい合いながら､都市型公立大学の使命に取り組んでいる｡その大きな課題が学生

の (社会化)であり､そこで ｢学習する市民｣を育てる共通教育の重要な役割が再認識されることになったのである｡

生涯学習の基礎づけを教育の目的に掲げる大学は近年少なくない｡そうした中でPSUのユニークさは､コミュニティ

経験を織りこんだプログラムを在学期間全体に配置した点にある｡"learningcommunityapproach"を謡い､社会

的体験を教室から地域社会の現場まで広げていく "Community-basedprogram"を自認するUNSTは､PSUの大

衆型教育機関としての自覚と決意の､個性的な表現であるといえるだろう｡

『学士課程カリキュラム･ハンドブック』の新版 (HandbookoftheUndergT･aduateCuTTiculum,1996)には､

当時のPSUの学長と教務担当副学長が寄稿している｡スタートしたばかりのUNSTの紹介とともに彼らが誇らしげ

に語っているのは､担当教員たちの熱意である｡プログラム向けの新科目の開発､授業計画の検討､教育評価への対

応､教授方法やテクノロジ-の改新などに教員団が費やす時間が､これまでより20%も増えたというuO｡前述のよう

に､全員が同程度にコミットしているというわけではないが､全学の合意の下に開発された学生本位のカリキュラム

を成功させようという姿勢が､多数の教員の自発的な研修態度に表れているということであろう｡facultydevelop-

mentはcurriculumdevelopmentとの連繋によってこそ実りを産む､という至極当たり前の提案を､UNSTのケー

スは指し示しているようである｡(了)

註

(1)本稿は､2002年3月23日に開催された､京都大学高等教育教授システム開発センター主催の第1回大学教育研究

集会での発表 ｢大衆型大学における一般教育の包括的改革- アメリカ･ポートランド州立大学の事例より- ｣

の原稿に加筆したものである｡掲載を許されたことにお礼を申し上げたい｡

(2)概要を知るには､江原武一 『大学のアメリカ･モデル- アメリカの経験と日本』玉川大学出版部､1994年､の

Ⅳ章 ｢一般教育の改革｣が最適である｡ただし､そこで言及されている一般教育の ｢統合型モデル｣の説明

(110頁)は簡潔すぎてイメージがつかみにくい｡本稿は､その比較的新しい具体例を示す趣旨のものである｡

(3)PSUについての本稿の記述は､2000年9月､京都学園大学の共同研究チームの一員として現地を訪問調査した

際入手した諸資料が基本になっている｡なお､ポートランド地域での一般教育 (PSUのはか､私立リベラルアー

ツ･カレッジ1校､州立コミュニティ･カレッジ1校)については､波多野進他編 『大衆社会における大学教育

- オレゴン州ポートランド地域のケ-ス- 』晃洋書房､2002年､の第6節の拙稿で報告している｡

(4)わが国でもポピュラ-なU.S.Newsのランキング (2002)では､PSUは､全米で249校ある "National

University-Doctoral"の末尾188位以下のグル-プに顔を出している.http://www.usnews.com/usnews/edu
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(5)"AModelforComprehensiveReforminGeneralEducation:PortlandStateUniversity"というタイトルの

この報告は､グループのリーダーC.R.White教授の名で､TheJournalofGeneralEducation,43(3),1994,

pp.168-229.に掲載された｡本稿はそのドラフトに拠っている｡またこの報告が参照した諸研究のうち､本稿が

言及しているのは､Astin,A.W."WhatReallyMattersinGeneralEducation:ProvocativeFindingsfroma

NationalStudyofStudentOutcomes."Perspectives,22.1,1992;Astin.WhatMattersinCollege:Four

CriticalYearsReuisited,Jossey-Bass,1993;Gaff,J.G.andM.L.Davis."StudentViewsofGeneral

Education."LiberalEducation,Summer,1981;Jones,E.A.andJ.LRatcliff.''WhichGeneralEducation

CurriculumisBetter:CoreCurriculumortheDistributionalRequirement?"TheJournalofGeneralEdu-

cation,40,1991.

(6) 一般教育とディパートメントとの関係､配分必修がなぜ主流となるのか等について明快な説明が得られるのは､

吉田文 ｢アメリカにおける一般教育の構造- 幅広さと一貫性のパラドックス-｣『大学論集』第30集､広島
大学大学教育研究センター､1999年､141-153頁｡

(7)1989年の時点で､一般教育の管理運営を主要責務とする人員を置いている大学は､わずか全体の3%にすぎなかっ

た.Locke,L."GeneralEducation:inSearchofFacts."Change,21(4),1989,pp.2ト23.

(8) この辺の問題については､1999年11月に出されたPSUの ｢自己点検報告書｣(Self-StudyReport)が詳 しく論

じている｡

(9)"UniversityStudies1994-1997- AProgressReport"(1998)では､200以上の機関から問い合わせや訪問が

あったこと､JouT･nalofGeneT･alEducationが特集を予定していること､BusinessWeehに "TheNewUniver-

sity"のタイトルで論じられた (1997.12.22)ことなどが記されている｡またすぐ後でも触れるが､Gaffや

Ratcliffが編集したHandboohoftheUndergraduateCurT･iculum (1996)でも､PSUのカリキュラム改革は

2つの論文によって詳しく紹介されている (p.150,pp.525-531)｡

(10)Reardon,M.F.and∫.A.Ramaley."BuildingAcademicCommunityWhileContainingCosts"inGaff,∫.

G.,Ratcliff,J.LandAssociates.HandbookoftheUndergT･aduateCurriculum,Jossey-Bass,1996,p.530.
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